
倉吉市堺町３丁目７９番２外

標準的使用と同じ低層住宅地

中規模一般住宅が多
い中心部に近い既成
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 50 50 低層住宅地

-

(都)１住居(70,180)
準防

市内では人口の減少、高齢化が続いている。Ｒ２．４現在、生産
年齢人口５３．９％（前年５４．３％）。需要動向は圏域で強弱
あり。

成徳地区の生産年齢人口は５割を切って４９．９％（前年４９．
６％）。近年工場跡地で１０区画余りの分譲地完売。その後動き
見えず。

特にない。

　比準価格は、成徳地区及び明倫地区の類似地域に存する多数の取引事例から試算された価格であり、地価動向を反映した
現実妥当な価格である。一方、収益価格は、比準価格に比べ３９％近く低めに試算された。試算過程は適切であるが、対象
基準地に賃貸物件を想定して収益価格を試算することは現実性に乏しく、試算価格としての説得力は弱い。以上、各試算価
格の再吟味及び説得力に係る判断等を行った結果、対象基準地の鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

空地

　既成市街地内の住宅地域。地域要因の変化は見られない。圏域内は人口減少、高齢化が継続。近隣地域（堺町３丁目）は
この１年間で人口が６人（前年６人）、世帯数も３世帯減少（前年５世帯）。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 27,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
南西 4km

倉吉
4km

(8)

南4.5m市道

(都)１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,180)

既成市街地内の住宅地域。 基準方位北、４．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

257

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 21.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

27,500 円／㎡

16,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.4％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 16日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 15日令和 2年 7月 1日

7,070,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 27,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

22,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は成徳地区の既成住宅地域が主。需要者は圏域に地縁、血縁を有する一次取得者が中心。ただ、教育施設、医
療施設等の生活インフラが揃っていることから、居住環境や価格次第では圏域外からの需要も見込まれる。需要の動向は、
近年小規模に開発された住宅分譲地の売買が見られたが、その後は目立った動きはない。需要の価格帯は、土地は５００万
円～７００万円程度、新築戸建物件は見られないが、複合不動産で２，５００万円前後と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

1 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



26,221

24,367

27,562

19,452

22,614

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

ほぼ台
形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

(都)１住居
(70,200)
準防

(都)１住居
(70,200)
準防

(都)１住居
(60,200)
準防

(都)１住居
(70,160)
準防

(都)近商
(90,240)
準防

更地

更地

更地

更地

更地

南西4.5m市道､
北西6m
角地

西5m市道
中間画地

東5.5m市道
中間画地

南東2m市道
中間画地

西3.5m市道
中間画地

27,821 26,70026,221

23,265 27,60027,044

24,487 27,60027,022

18,963 26,30025,764

17,404 29,00028,410

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

/

100

90.1

102.0

75.5

79.6

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
１３

20-

（ ）

２０７０
１３

18-

（ ）

２０７０
１３

19-

（ ）

２０７０
１３

37-

（ ）

２０７０
１３

35-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

106.1［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

95.0［

10099.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

88.4［

10099.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

96.9［

10099.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

76.5［

10099.4［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

102.0［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+6.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 -9.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.03

交通･接近街路

画地

％／月

-11.6

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-3.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -10.0

-5.0 -7.00.0 交通･接近 -5.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-23.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -10.0

-2.0 -5.00.0 交通･接近 -5.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 27,500

倉吉（県） 1－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

2,267,450

-

③純収益

⑧収益価格 4,306,380 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

16,800( 円／㎡)

％

0.9689 5.0 0.0 )(

5.02,723,575 456,125 222,2302,045,220 215,319

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 1－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既存宅地であるため、原価法が適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



1－ 宅地-4倉吉（県）

)

２０７０１（収
）

２０７０１（収
） －

－

3

－1

(都)１住居
準防

100

108.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
4.5

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

257

205.60102.80

ファミリータイプ２ＤＫを想定。 100.0 外階段

70 200 180

102.80 100.0 102.80
236,0282.0

1,148 118,014
～

205.60 205.60 236,028
472,056

2,832,336236,028

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

4,532472,056

3

0

2,723,575 10,598

％

＝×

12.0 21.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,333

1,195

100

100

( )

1,374

1,150

1,148

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

115.0100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,104

100

100 100

115.0

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,369(

1,371

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

居宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 205.60 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

113,293

4.02,832,336

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円2,719,043

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 10,755

円

円

円

円

円

円

円

106,800

84,970

200,200

26,700

26,700

0

％50.0

0.4×26,700,000

3.0×2,832,336

査定額

26,700,000 × 15.00× ／ 1000

26,700,000

0.10

× 0.10

26,700,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

30

15

0.5 年 0.9689

円2,045,220

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

2,267,450

2,045,220

222,230

215,319

838

2,723,575

456,125

(

(経費率 円/㎡)

16,800

16.71,775

205.60130,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

456,125

26,700,000

0.0766

7,958

5.0

4,306,380

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

1－ 宅地-5倉吉（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0651 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



倉吉市余戸谷町３１４１番６

標準的使用と同じ低層住宅地

中規模一般住宅が多
い既成住宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 100 100 低層住宅地

-

(都)１住居(60,180)
土砂災害警戒区域

市内では人口の減少、高齢化が続いている。Ｒ２．４現在、生産
年齢人口５３．９％（前年５４．３％）。需要動向は圏域で強弱
あり。

明倫地区の生産年齢人口は５割を切って４９．６％（前年５０．
０％）。市内１３校区の中で５割を切るのは北谷・明倫・成徳の
３校区。

特にない。

　比準価格は類似地域に存する多数の取引事例から試算された価格であり、地価動向を反映した現実妥当な価格である。一
方、収益価格は比準価格に比べ５０％以上低めに試算された。近隣地域の住宅地価格を試算するのに賃貸物件を想定して収
益価格を試算することに現実性は乏しく、試算価格としての説得力は低い。以上、各試算価格の再吟味及び説得力に係る判
断を行うと共に、指定基準地価格との均衡にも留意し、対象基準地の鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

古くからの閑静な住宅地域。地域要因の変化は見られない。ただ、圏域の明倫地区の世帯数、人口は減少傾向が続いている。
令和２年４月現在前年比４８世帯減、１２１人減。地価は下落基調が続くもの考察される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 27,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
南西 5.3km

倉吉
5.3km

(8)

東4.5m市道

(都)１住居
(60,200)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

(60,180)

特筆すべき事項はない。 基準方位北、４．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

259

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

26,700 円／㎡

12,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.9％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 16日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

26,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

倉吉（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

27,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

102.0 ］

98.6［ ］ 101.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 15日令和 2年 7月 1日

6,920,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 26,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、旧倉吉地区の明倫地区内の住宅地域。需要者は戸建住宅を求めようとする比較的若い一次取得者が中心で
ある。ただ、彼らの属性は圏域に地縁的・血縁的な関係を有する者が多く、圏域外からの転入は少ないと推察される。需要
の動向は、圏域の高齢化、人口減少、とりわけ生産年齢人口の減少に伴い低調。需要の価格帯は、土地は３００万円～６０
０万円程度、新築戸建物件は見られないが、複合不動産で２，５００万円前後と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

2 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



18,903

26,436

21,026

23,670

17,767

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

売急ぎ

正常

正常

正常

(都)１住居
(60,200)

(都)１住居
(60,160)

(都)近商
(90,300)
準防

(都)準工
(60,200)
準防

(都)１中専
(60,188)

更地

更地

更地

更地

建付
地

西6m市道
中間画地

西4m市道
中間画地

北西9m県道
中間画地

南東9m県道
中間画地

南4.7m市道､東
3.2m
角地

18,147 26,90026,624

17,795 26,70026,436

19,422 26,90026,615

17,544 26,90026,625

10,523 26,50026,244

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

55.0

71.0

100

79.0

88.9

67.7

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

34-

（ ）

２０７０
１２

14-

（ ）

２０７０
１１

24-

（ ）

２０７０
１１

12-

（ ）

２０７０
１２

20-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

96.0［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］80.0［ ］

100

［ ］

100

83.3［

10099.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

92.0［

10099.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

73.6［

10099.3［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

105.1［

10097.6［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

101.0［ ］

100

-20.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0-4.0 交通･接近 -13.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

-2.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0-15.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-8.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -20.0

+4.0 -5.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-26.4

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -10.0

+4.0 -5.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.20

交通･接近街路

画地

％／月

+5.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -20.0

0.0 -10.00.0 交通･接近 -6.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 26,700

倉吉（県） 2－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

2,225,139

-

③純収益

⑧収益価格 3,189,600 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

12,300( 円／㎡)

％

0.9689 5.0 0.0 )(

5.02,682,611 457,472 164,5992,060,540 159,480

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 2－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既存宅地であるため、原価法が適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



2－ 宅地-4倉吉（県）

)

２０７０１（収
）

２０７０１（収
） －

－

3

－2

(都)１住居
土砂災害警戒区域

108.0

110.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
4.5

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

259

207.20103.60

ファミリータイプ２ＤＫを想定。 100.0 外階段

60 200 180

103.60 100.0 103.60
232,4782.0

1,122 116,239
～

207.20 207.20 232,478
464,956

2,789,736232,478

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

4,464464,956

3

0

2,682,611 10,358

％

＝×

13.0 20.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,402

1,163

100

100

( )

1,445

1,124

1,122

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

115.0100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,084

100

100 100

115.0

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,369(

1,371

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

居宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 207.20 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

111,589

4.02,789,736

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円2,678,147

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 10,680

円

円

円

円

円

円

円

107,600

83,692

201,700

26,900

26,900

0

％50.0

0.4×26,900,000

3.0×2,789,736

査定額

26,900,000 × 15.00× ／ 1000

26,900,000

0.10

× 0.10

26,900,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

30

15

0.5 年 0.9689

円2,060,540

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

2,225,139

2,060,540

164,599

159,480

616

2,682,611

457,472

(

(経費率 円/㎡)

12,300

17.11,766

207.20130,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

457,472

26,900,000

0.0766

7,956

5.0

3,189,600

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

2－ 宅地-5倉吉（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0651 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



倉吉市福山字桜ケ坪３２７番３

標準的使用と同じ戸建住宅地

農家住宅のほか、農
地も多い古くからの
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 100 100 戸建住宅地

-

(都)(70,300)

市内では人口の減少、高齢化が続いている。Ｒ２．４現在、生産
年齢人口５３．９％（前年５４．３％）。需要動向は圏域で強弱
あり。

近隣地域の属する上小鴨地区の世帯数、人口、生産年齢人口の減
少率が倉吉市平均より高い。福山の人口、生産年齢人口の減少率
も高い。

特にない。

　対象基準地は既存宅地のため積算価格の試算は不可能であり、また、賃貸市場が未成熟なため収益価格の試算も不可能で
ある。したがって、試算価格は比準価格のみである。鑑定評価額の決定にあたっては、比準価格を再吟味（資料の選択、検
討及び活用の適否等）するとともに、説得力に係る判断（地域分析等の結果と評価手法との適合性、採用した資料の特性及
び限界からくる相対的信頼性等）を行った結果、対象基準地の鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

周辺で「北条湯原道路」の倉吉関金道路の工事が進捗。が、近隣地域に直接の影響なし。今後とも現状有姿を基調に推移す
ると予測。圏域の生産年齢人口の減少（対前年▲５．２％）等を反映し地価は下落基調続くと予測。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 6,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
南西 11km

倉吉
11km

(8)

南5m市道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　
(70,300)

古くからの農家集落。 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

529

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

6,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.4％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 16日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 15日令和 2年 7月 1日

3,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 6,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.0

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、農家住宅と一般住宅とが混在する古くからの住宅地域で、圏域は小鴨川両岸の上小鴨地区、小鴨地区を中
心とするが、資料の制約等から広域的には倉吉市内全域に及ぶと判断。旧態依然とした地域が多く、当該圏域に新規参入す
る者は殆ど見られない。仮にあっても需要者は圏域に地縁、血縁関係を有する個人が中心である。また、人口の減少、とり
わけ生産年齢人口の減少から需要は低調である。地価水準は坪当たり２万円～３万円程度と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

3 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



5,561

5,555

7,106

5,713

6,096

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

不整形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

(都)
(70,240)

(都)
(70,240)

(都)
(70,240)

(都)
(70,240)

(都)
(70,400)

更地

更地

更地

更地

底地

西3m農道
中間画地

東3.3m農道､西
3m
二方路

西3.5m市道､北
東2.3m
準角地

北西3.5m市道
中間画地

北10m県道､北
西1.8m
角地

5,600 6,8706,874

5,600 6,8706,867

6,240 6,8506,846

5,236 6,5106,507

5,202 6,6806,677

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

/

80.9

80.9

103.8

87.8

91.3

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
１１

28-

（ ）

２０７０
１１

14-

（ ）

２０７０
１２

16-

（ ）

２０７０
１２

17-

（ ）

２０７０
６１

5-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.3［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

87.2［

10099.3［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

90.0［

10098.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

85.0［

10099.6［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-19.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.00.0 交通･接近 +4.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.0 -19.00.0 交通･接近 +4.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-3.1

0.0

行政

0.0

0.0 -10.0 0.0 0.0

-4.0 +4.00.0 交通･接近 +4.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.15

交通･接近街路

画地

％／月

-10.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -10.0

-8.0 0.00.0 交通･接近 +6.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-15.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -10.0

+4.0 -8.00.0 交通･接近 +6.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 6,800

倉吉（県） 3－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )2,601



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

賃貸市場が未成熟であるため、適切な賃貸事例がなく、収益還元法を適用できない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 3－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既存宅地であるため、原価法が適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



倉吉市上灘町１４３番

低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整理済の
住宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 150 150 300 低層住宅地

-

(都)１中専(60,200)

景気の低迷もあって、下落傾向が続いていたが、一部では価格の
低下による買い得感からか、需要が戻りつつある。

区画整然とした住宅地域であり、徐々に住宅建設が進んでいる。

特になし。

自用目的での取引が主で、周辺類似地域において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、一般社会人向けのア
パート等も混在しているが、土地価格に見合う賃料水準が形成されていないため、収益価格は低位となった。従って、快適
性を重視する住宅地域であるので、比準価格を標準とし、収益価格を関連づけ、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額
を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住宅地域として熟成しており、今後とも比較的良好な住宅地域として推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 39,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
南西 3.2km

倉吉
3.2km

(8)

北6m市道

(都)１中専
(60,200)

（その他）　　　　

一般住宅のほかに共同住宅
も介在する区画整然とした
住宅地域

基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

234

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 22.0  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

39,500 円／㎡

23,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

39,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

倉吉（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-2.0

-29.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

27,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

68.2 ］

98.5［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 18日 正常価格

令和 2年 7月 9日令和 2年 7月 1日

9,240,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 39,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

31,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、「天神川」と「小鴨川」に挟まれた旧倉吉市の用途地域内の一般住宅地域が存する圏域。需要者の中心は同
圏域居住者がほとんどである。近年人気のある地域においては需要が回復しつつあり、住宅の建設が進んでいる。土地は２
４０㎡程度で９５０万程度、新築の戸建住宅で２，７５０万程度の物件が取引の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

4 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



39,636

31,716

38,937

38,900

37,004

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ台
形

長方形

長方形

長方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

(都)２中専
(60,200)

(都)近商
(90,300)

(都)１住居
(60,200)

(都)２中専
(60,200)

(都)１中専
(60,200)

建付
地

更地

更地

更地

更地

南東5m市道
中間画地

東6m市道､南6m
角地

南西8m市道
中間画地

北西5m市道
中間画地

北西6m市道
中間画地

39,240 40,00040,036

31,653 39,30039,252

39,326 39,70039,732

38,900 39,30039,293

37,004 39,00038,993

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

/

/

/

/

99.0

80.8

98.0

99.0

94.9

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
１１

21-

（ ）

２０７０
６１

41-

（ ）

２０７０
５３

27-

（ ）

２０７０
５３

28-

（ ）

２０７０
５３

29-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

99.0［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

99.8［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-1.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.00.0 交通･接近 +1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -20.0-4.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 -3.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 -1.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -6.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 39,500

倉吉（県） 4－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

2,180,782

-

③純収益

⑧収益価格 5,595,640 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

23,900( 円／㎡)

％

0.9689 5.0 0.0 )(

5.02,609,452 428,670 288,7621,892,020 279,782

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 4－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



4－ 宅地-4倉吉（県）

)

２０７０５（収
）

２０７０６（収
） －

－

1

－18

(都)１中専

103.0

100

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
6.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

234

187.2093.60

ファミリータイプ、約４５㎡ 100.0 外階段のため

60 200 200

93.60 100.0 93.60
226,1382.0

1,208 113,069
～

187.20 187.20 226,138
452,276

2,713,656226,138

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

4,342452,276

3

0

2,609,452 11,152

％

＝×

11.0 22.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,258

1,224

100

100

( )

1,261

1,210

1,208

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,189

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,186(

1,189

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

居宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 187.20 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されている 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

108,546

4.02,713,656

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円2,605,110

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 13,860

円

円

円

円

円

円

円

98,800

81,410

185,200

24,700

24,700

0

％50.0

0.4×24,700,000

3.0×2,713,656

査定額

24,700,000 × 15.00× ／ 1000

24,700,000

0.10

× 0.10

24,700,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

30

15

0.5 年 0.9689

円1,892,020

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

2,180,782

1,892,020

288,762

279,782

1,196

2,609,452

428,670

(

(経費率 円/㎡)

23,900

16.41,832

187.20132,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

428,670

24,700,000

0.0766

8,086

5.0

5,595,640

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

4－ 宅地-5倉吉（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0651 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



倉吉市下余戸字稲岡１５９番１１

低層住宅地

一般住宅の中に空地
等が見られる郊外の
住宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 150 200 300 低層住宅地

-

(都)１中専(60,200)
土砂災害警戒区域

人気の有る住宅地と無い住宅地との二極分化がはっきり見え始め
ている。

既成住宅地とミニ分譲地が混在しており、雑然とした感があるこ
とは否めない。

特になし。

自用目的での取引が主で、周辺類似地域において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、一般社会人向けのア
パート等も混在しているが、土地価格に見合う賃料水準が形成されていないため、収益価格は低位となった。従って、快適
性を重視する住宅地域であるので、比準価格を標準とし、収益価格を関連づけ、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額
を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住宅地域として安定しており、今後とも概ね静態的に推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 22,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
南 2km

倉吉
2km

(8)

東8.5m市道

(都)１中専
(60,200)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

住宅のなかにアパート等も
混在する既成住宅地域

基準方位北
８．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

231

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 19.0  ｍ、　規模 230  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

22,500 円／㎡

15,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

22,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

倉吉（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

-4.0

+32.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

27,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

121.7 ］

98.5［ ］ 101.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 18日 正常価格

令和 2年 7月 9日令和 2年 7月 1日

5,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 22,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧倉吉市の市街地に近接した一般住宅地域が存する圏域。需要者の中心は同圏域居住者がほとんどである。
既成住宅地とミニ分譲地との混在地域であり、中心部に近く接近条件が良い割には人気薄である。土地は２３０㎡程度で５
００万程度、新築の戸建住宅で２，６００万程度の物件が需要の中心であろう。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

5 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



32,261

30,142

26,051

23,941

22,661

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

ほぼ台
形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

(都)準工
(60,200)

(都)準工
(60,200)

(都)準工
(70,200)
準防

(都)準工
(60,160)

(都)１住居
(60,200)

更地

建付
地

更地

更地

建付
地

南6m市道
中間画地

北東4m道路
中間画地

南4.5m市道
中間画地

南3.8m市道
中間画地

南6m道路､北3m
二方路

33,072 22,70022,482

29,385 22,40022,212

26,025 22,60022,381

22,569 22,90022,693

21,604 22,20022,022

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

100

/

/

100

143.5

135.7

116.4

105.5

102.9

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

13-

（ ）

２０７０
６１

12-

（ ）

２０７０
５２

20-

（ ）

２０７０
５３

30-

（ ）

２０７０
５３

31-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

10099.5［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.0［

10099.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

98.9［

10099.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

92.1［

10097.7［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

94.0［

10098.6［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

101.0［ ］

100

+45.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.05

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.00.0 交通･接近 +2.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.0 +40.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-1.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.0 +20.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.08

交通･接近街路

画地

％／月

-7.9

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.0 +10.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.08

交通･接近街路

画地

％／月

-1.1

-5.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.0 +5.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 22,500

倉吉（県） 5－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

2,019,218

-

③純収益

⑧収益価格 3,503,900 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

15,200( 円／㎡)

％

0.9689 5.0 0.0 )(

5.02,426,717 407,499 180,8181,838,400 175,195

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 5－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



5－ 宅地-4倉吉（県）

)

２０７０５（収
）

２０７０５（収
） －

－

20

－19

(都)１中専
土砂災害警戒区域

100

97.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
8.5

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

231

184.8092.40

ファミリータイプ、約４５㎡ 100.0 外階段のため

60 200 200

92.40 100.0 92.40
210,3022.0

1,138 105,151
～

184.80 184.80 210,302
420,604

2,523,624210,302

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

4,038420,604

3

0

2,426,717 10,505

％

＝×

11.0 19.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,157

1,159

100

100

( )

1,159

1,140

1,138

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,130

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,066(

1,096

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

居宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 184.80 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されている 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

100,945

4.02,523,624

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円2,422,679

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 7,790

円

円

円

円

円

円

円

96,000

75,709

180,000

24,000

24,000

0

％50.0

0.4×24,000,000

3.0×2,523,624

査定額

24,000,000 × 15.00× ／ 1000

24,000,000

0.10

× 0.10

24,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

30

15

0.5 年 0.9689

円1,838,400

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

2,019,218

1,838,400

180,818

175,195

758

2,426,717

407,499

(

(経費率 円/㎡)

15,200

16.81,764

184.80130,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

407,499

24,000,000

0.0766

7,958

5.0

3,503,900

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

5－ 宅地-5倉吉（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0651 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



倉吉市上井字内中島８９０番２

標準的使用と同じ低層住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 100 低層住宅地

-

(都)１中専(60,200)

低金利政策等を追い風に、倉吉駅周辺から河北地区にかけて分譲
住宅地の開発が活発に行われている。

倉吉駅に近接し、利便性の優る住環境の良い分譲住宅地ではある
が、需要は河北地区の分譲住宅地等が中心である。

個別的要因に変動はない。

比準価格は地域的類似性が認められる倉吉駅の西方に位置する住宅地域から取引事例を収集し、求めている。収益価格は賃
貸建物の建築動向・賃料水準等、土地の収益性を反映する試算価格である。したがって、収益価格が低位に試算されたこと、
低金利政策等を背景に分譲住宅地への堅調な需要があること、指定基準地との検討を踏まえ、比準価格を以て上記鑑定評価
額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中心市街地に近接する比較的品等の良い住宅地域であり、公共利便施設・商業施設への接近性も良好なことから、今後も低
層住宅地域として発展していくものと予測する。地価水準はやや下落傾向になるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 36,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
南西 800m

倉吉
800m

(8)

南6m市道

(都)１中専
(60,200)

（その他）　　　　

既成市街地に隣接して開発
された分譲住宅地であり、
街路・画地配置とも良好で
ある。

基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

370

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

35,700 円／㎡

24,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.2％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

35,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

倉吉（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

-6.0

-15.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

27,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

77.5 ］

98.6［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

13,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 35,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

29,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、駅南の「上井」・「山根」・「伊木」・「八屋」の各地区並びに駅北の「河北」地区で利便性が優る一般住
宅地等であり、一般住宅地としては地価水準が高く、需要の多い地域である。画地規模は一般住宅地としては大きく、総額
は１３００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

6 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



30,142

32,261

36,107

36,293

32,876

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ台
形

長方形

ほぼ長
方形

袋地等

台形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

(都)準工
(60,200)

(都)準工
(60,200)

(都)１住居
(60,160)

(都)商業
(90,360)
準防

(都)準工
(60,200)

建付
地

更地

建付
地

更地

更地

北東4m道路
中間画地

南6m市道
中間画地

東4m市道
中間画地

西6m市道
中間画地

北東3.2m市道
中間画地

29,385 34,70034,020

33,072 34,70033,995

35,129 39,70038,950

36,293 34,70034,046

30,103 34,70034,068

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

/

100

/

/

88.6

94.9

92.7

106.6

96.5

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

12-

（ ）

２０７０
６１

13-

（ ）

２０７０
６１

31-

（ ）

２０７０
６２

3-

（ ）

２０７０
６２

7-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.0［

10099.5［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

10099.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.0［

10099.7［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

91.2［

10099.6［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

102.0［ ］

100

-4.5

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.05

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-9.00.0 交通･接近 +2.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -7.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

-4.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.0 -1.50.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 +3.00.0 交通･接近 +1.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-3.0

-6.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -3.00.0 交通･接近 +1.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 35,700

倉吉（県） 6－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

3,424,233

-

③純収益

⑧収益価格 9,207,120 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

24,900( 円／㎡)

％

0.9689 5.0 0.0 )(

5.04,091,892 667,659 475,1332,949,100 460,356

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 6－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地内宅地であり、適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



6－ 宅地-4倉吉（県）

)

２０７０６（収
）

２０７０６（収
） －

－

2

－1

(都)１中専

106.0

100

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
6.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

370

296.00148.00

平均専有床面積約５０㎡のファミリータイプ 100.0 外部階段のため

60 200 200

148.00 100.0 148.00
354,6082.0

1,198 177,304
～

296.00 296.00 354,608
709,216

4,255,296354,608

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

6,808709,216

3

0

4,091,892 11,059

％

＝×

16.0 23.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,186

1,122

100

100

( )

1,189

1,200

1,198

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,284

100

100 100

100

100 100

120.0

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,496(

1,541

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 296.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等で担保されており、計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

170,212

4.04,255,296

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円4,085,084

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％96.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× 4.0 ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 20,300

円

円

円

円

円

円

円

154,000

127,659

288,700

38,500

38,500

0

％50.0

0.4×38,500,000

3.0×4,255,296

査定額

38,500,000 × 15.00× ／ 1000

38,500,000

0.10

× 0.10

38,500,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

30

15

0.5 年 0.9689

円2,949,100

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

3,424,233

2,949,100

475,133

460,356

1,244

4,091,892

667,659

(

(経費率 円/㎡)

24,900

16.31,804

296.00130,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

667,659

38,500,000

0.0766

7,971

5.0

9,207,120

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

6－ 宅地-5倉吉（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0651 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



倉吉市横田字今橋４４０番７

標準的使用と同じ戸建住宅地

一般住宅、農家住宅
等が混在する古くか
らの住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 50 50 100 戸建住宅地

-

(都)(70,400)

市内では人口の減少、高齢化が続いている。Ｒ２．４現在、生産
年齢人口５３．９％（前年５４．３％）。需要動向は圏域で強弱
あり。

昨年と同様、近隣地域の存する横田地区の世帯数、人口、生産年
齢人口の各減少率が社地区平均に比べて高い。

特にない。

　対象基準地は既存宅地のため積算価格の試算は不可能であり、また、賃貸市場が未成熟なため収益価格の試算も不可能で
ある。したがって、試算価格は比準価格のみである。鑑定評価額の決定にあたっては、比準価格を再吟味（資料の選択、検
討及び活用の適否等）するとともに、説得力に係る判断（地域分析等の結果と評価手法との適合性、採用した資料の特性及
び限界からくる相対的信頼性等）を行った結果、対象基準地の鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

地域要因の変化は見られない。旧態依然とした状態が継続。「横田」ではこの１年（４月末時点）で３世帯、人口１２人、
生産年齢人口５人といずれも減少。高齢化等により需要は低調、地価は下落基調が継続すると予測。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 10,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
南西 8.5km

倉吉
8.5km

(8)

北西7m市道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　

古くからの農家集落。 基準方位北、７ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

283

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

10,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 16日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 15日令和 2年 7月 1日

2,910,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 10,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、倉吉市西部、社地区の農家集落を中心とし、広域的には市内全域の農家集落に及ぶ。需要者は圏域に地縁、
血縁を有する個人が中心で、外部からの新規参入が少ないため、もともとの需要は少ない。このような状況に圏域内の高齢
化等が相まって不動産市場は極めて低調である。地価は坪当たり２万円～４万程度と思料される。画地規模が一様でないた
め土地の価格帯を把握するのは困難であり、新規の複合不動産も見られない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

7 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



6,291

5,348

7,510

11,588

4,836

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

台形

ほぼ長
方形

ほぼ台
形

ほぼ整
形

不整形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

(都)
(80,400)

(都)
(70,240)

(都)
(70,400)

(都)
(70,240)

(都)
(70,240)

建付
地

更地

建付
地

建付
地

更地

北東7m市道､西
2.8m､南4.5m
三方路

接面道路無
無道路地

西8.5m県道
中間画地

北西4m市道､北
東2.2m
角地

東市道
中間画地

6,055 10,80010,791

3,050 9,1709,173

6,044 9,7809,779

10,586 13,50013,522

4,900 9,6509,653

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

/

80.0

90.0

/

58.3

58.3

76.8

85.7

50.1

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
１３

25-

（ ）

２０７０
１２

18-

（ ）

２０７０
６１

38-

（ ）

２０７０
６１

40-

（ ）

２０７０
１３

24-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

94.9［

10098.6［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

56.0［

10098.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

10099.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.7［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-10.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-5.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -28.0

0.00.0 交通･接近 -10.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.15

交通･接近街路

画地

％／月

-44.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -28.0

0.0 -10.00.0 交通･接近 -10.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -20.0

0.0 -2.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.0 -7.00.0 交通･接近 -4.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -20.0

-9.0 -20.00.0 交通･接近 -14.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 10,300

倉吉（県） 7－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

賃貸市場が未成熟であるため、適切な賃貸事例がなく、収益還元法を適用できない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 7－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既存宅地であるため、原価法が適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



倉吉市北野字下河原４４番１７

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い郊外の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 100 100 50 低層住宅地

-

(都)(70,240)

景気の低迷もあって、下落傾向が続いていたが、一部では価格の
低下による買い得感からか、新規分譲が好調である。

市街地に近い住宅地であり、生活の利便性が概ね良好であるため、
需要が回復している。

特になし。

自用目的での取引が支配的である。周辺類似地域において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、戸建住宅地
域に存していることからアパート等の収益物件は皆無であり、戸建住宅が転勤等の事情により定期借家で賃貸されるケース
が散見される程度である。従って、比準価格をそのまま採用し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住宅地域として熟成しつつあり、今後も標準的な住宅地域を形成していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 17,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
南西 7.2km

倉吉
7.2km

(8)

南西4m市道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　
(70,240)

中規模一般住宅が建ち並ぶ
住宅地域

基準方位北
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

157

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

17,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 18日 正常価格

令和 2年 7月 9日令和 2年 7月 1日

2,670,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 17,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、「小鴨川」以西の旧倉吉市郊外の一般住宅地域が存する圏域。需要者の中心は同圏域居住者がほとんどであ
る。近年人気のある地域においては需要が回復しつつあり、ミニ開発が所々で見られるようになってきた。土地は１８０㎡
程度で３００万程度、新築の戸建住宅で２，４００万程度の物件が取引の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

8 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



19,263

18,903

23,137

19,181

17,275

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

長方形

長方形

ほぼ正
方形

ほぼ台
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

(都)１住居
(70,200)

(都)１住居
(60,200)

(都)
(70,360)

(都)
(70,360)

(都)
(80,330)

更地

更地

更地

更地

更地

南6m市道､西6m
準角地

西6m市道
中間画地

南西6m道路
中間画地

南西6m道路､北
西6m
準角地

北5.5m市道､南
東4m､東4.5m
準角地

20,245 17,50017,338

18,147 16,90016,684

23,368 18,30018,147

19,565 17,30017,095

16,325 16,90016,772

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

/

111.1

113.3

127.5

112.2

103.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
１１

13-

（ ）

２０７０
６１

34-

（ ）

２０７０
５２

21-

（ ）

２０７０
５３

32-

（ ）

２０７０
５３

33-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

105.1［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

96.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

94.5［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

101.0［ ］

100

+10.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+5.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.00.0 交通･接近 -1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 +10.0-4.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 +25.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-5.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 0.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 17,000

倉吉（県） 8－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

戸建住宅地域であり共同住宅が見当たらない上に、画地規模が小さく収益目的建物を建設には不適合である。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 8－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



倉吉市中江字藪サ３１４番１５

標準的使用と同じ戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い郊外の新興住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 戸建住宅地

-

(都)(70,360)

低金利政策等を追い風に、倉吉駅周辺から河北地区に掛けて分譲
住宅地の開発が活発に行われている。

倉吉市郊外の農家集落外縁に小規模開発された住宅団地が散在す
るが、新規宅地開発は見受けられない。

個別的要因に変動はない。

上記のとおり、比準価格が得られた。採用した取引事例、手順の各段階について、批判的に再吟味する。比準価格は、天神
川以西の地域的に類似する郊外型分譲住宅地等の取引事例をを中心に収集し、比較考量しており、客観正・検証性を有する
試算価格である。したがって、低金利政策等により郊外型分譲住宅地の地価が下げ止まっていること等を勘案しながら、比
準価格を以て上記鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市街地の外延化に伴い開発された郊外の住宅団地であり、公共利便施設・商業施設からはやや遠いが、今後も戸建住宅地域
として発展していくものと予測する。地価水準は横這い傾向になるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 18,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
北西 3km

倉吉
3km

(8)

東6m市道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　
(70,360)

農家集落の外縁に小規模開
発された住宅団地が散在す
る。

基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

323

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

18,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

5,810,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 18,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、上北条地区を中心に、西倉吉地区等の倉吉市郊外に位置する農家集落の外縁に小規模開発された分譲住宅地
等の一般住宅地で、広く競合関係にある。画地規模は現在の一般住宅地としてはやや大きく、総額は６００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

9 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



12,528

24,451

18,181

20,384

17,917

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ台
形

ほぼ台
形

長方形

長方形

ほぼ台
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

(都)
(70,240)

(都)１中専
(60,200)

(都)
(70,240)

(都)
(70,270)

(都)
(70,240)

建付
地

更地

更地

更地

更地

南東4m市道､南
2m
角地

西5m市道､北東
0.9m
二方路

西4m市道
中間画地

北西4.5m市道
中間画地

北東4m市道､北
2.7m
準角地

9,947 15,30015,149

23,789 20,10019,895

18,181 16,60016,439

18,753 19,30019,086

17,268 18,90018,722

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

90.0

/

/

/

/

82.7

122.9

110.6

106.8

95.7

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
６１

28-

（ ）

２０７０
６２

12-

（ ）

２０７０
６２

13-

（ ）

２０７０
６２

14-

（ ）

２０７０
１１

26-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

87.6［

10099.3［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.0［

10099.7［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

92.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

95.8［

10099.4［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

101.0［ ］

100

-10.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-12.4

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-9.00.0 交通･接近 +1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 +10.00.0 交通･接近 +9.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +8.50.0 交通･接近 +3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.0 +8.5-8.0 交通･接近 +1.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-4.2

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-7.0 -1.50.0 交通･接近 +4.5環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 18,000

倉吉（県） 9－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

自己所有の戸建住宅地域であり、民間の賃貸住宅が殆ど存在せず、賃貸市場が発達していない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 9－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

造成可能な素地はなく、既成宅地化しており、適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



倉吉市関金町松河原字井手７１２番３外

標準的使用と同じ戸建住宅地

農家住宅が多い県道
沿いの古くからの住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 50 50 戸建住宅地

-

都計外

市内では人口の減少、高齢化が続いている。Ｒ２．４現在、生産
年齢人口５３．９％（前年５４．３％）。需要動向は圏域で強弱
あり。

県道沿いの古くからの農家集落。地域要因に変化は見られない。

特にない。

　対象基準地は既存宅地のため積算価格の試算は不可能であり、また、賃貸市場が未成熟なため収益価格の試算も不可能で
ある。したがって、試算価格は比準価格のみである。鑑定評価額の決定にあたっては、比準価格を再吟味（資料の選択、検
討及び活用の適否等）するとともに、広域的な価格バランスを念頭にして行った地域要因の格差の是非、地域分析の結果と
その妥当性の検討等説得力に係る判断を行った結果、対象基準地の鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

　農家住宅の多い県道沿いの集落。地域要因の変化はない。この１年間で、世帯数２世帯増（関金地区±０）、人口２人増
（同７５人減）、生産年齢人口７人減（同６８人減）。地価は横ばい乃至弱含みに推移すると予測。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 5,950円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
南西 17km

倉吉
17km

(8)

南7m県道

都計外

（その他）　　　　

古くからの農家集落。 基準方位北、７ｍ
県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,098

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 40.0  ｍ、　規模 800  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

5,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 16日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 15日令和 2年 7月 1日

6,480,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 5,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、旧関金町の農家集落と旧倉吉市の上小鴨地区、小鴨地区、北谷地区、社地区、高城地区等の農家集落に及
ぶ。より広域的には倉吉市全域の同価格帯の集落を含むと思料される。需要者の属性は、圏域に地縁・血縁関係を有する個
人である。しかし、もともと人口が少なく需要者の層が薄いこと、地域的特性から需要が敬遠されやすいこと等により、需
要は低調である。地価水準は坪当たり１．５万円～２．５万円程度と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

10 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



4,712

5,575

5,366

12,485

3,567

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

不整形

ほぼ台
形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

都計外

(都)
(70,282)

(都)
(70,330)

(都)
(70,330)

(都)
(70,330)

建付
地

更地

建付
地

更地

建付
地

南6.5m県道
中間画地

西4.7m市道､東
3m
二方路

北西5.5m市道
中間画地

南西5.5m市道､
東15m
二方路

北東5.5m市道
中間画地

2,800 5,9005,897

3,768 5,8805,881

5,398 5,8805,884

9,000 6,2906,293

3,220 5,9905,985

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

80.0

/

100

/

90.0

79.9

94.8

91.2

198.4

59.6

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
１３

28-

（ ）

２０７０
１３

27-

（ ）

２０７０
１３

26-

（ ）

２０７０
６１

6-

（ ）

２０７０
６１

32-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

72.8［

10098.0［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

66.3［

10098.1［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

71.8［

10099.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.7［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-6.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-27.2

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 -15.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 -35.0 0.0 0.0

-5.0 -4.00.0 交通･接近 +4.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-5.0 -4.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-22.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 +40.0

0.0 +30.0-8.0 交通･接近 +9.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 -18.0

-5.0 -15.00.0 交通･接近 -10.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 5,900

倉吉（県） 10－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

賃貸市場が未成熟であるため、適切な賃貸事例がなく、収益還元法を適用できない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 10－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既存宅地であるため、原価法が適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



倉吉市関金町関金宿字蔵屋敷１１９３番２

標準的使用と同じ戸建住宅地

一般住宅が多い旧温
泉街に近い既成住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 50 100 戸建住宅地

-

(都)(70,270)
土砂災害警戒区域

市内では人口の減少、高齢化が続いている。Ｒ２．４現在、生産
年齢人口５３．９％（前年５４．３％）。需要動向は圏域で強弱
あり。

旧関金地区のこの１年間の人口減７５人の半数以上の４０人が関
金宿から減少した。

特にない。

　対象基準地は既存宅地のため積算価格の試算は不可能であり、また、賃貸市場が未成熟なため収益価格の試算も不可能で
ある。したがって、試算価格は比準価格のみである。鑑定評価額の決定にあたっては、比準価格を再吟味（資料の選択、検
討及び活用の適否等）するとともに、広域的な価格バランスを念頭にして行った地域要因の格差の是非、地域分析の結果と
その妥当性の検討等説得力に係る判断を行った結果、対象基準地の鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

　地域要因の変化はここ何年も見られない。関金宿ではこの１年間で世帯数が１４世帯減（関金地区±０）、人口４０人減
（同７５人減）、生産年齢人口３６人減（同６８人減）。地価は下落基調で推移すると予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 12,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

倉吉駅
南西 15.2km

倉吉
15km

(8)

南4.5m市道

(都)
(70,400)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

(70,270)

関金温泉に近い既成住宅地
域。

基準方位北、４．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

373

( )

⑨法令上の規制等

1:4.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 37.0  ｍ、　規模 370  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

12,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.6％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 16日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 7月 1日 正常価格

令和 2年 7月 15日令和 2年 7月 1日

4,480,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 12,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、狭義では旧関金町内の普通住宅地域、広義では上小鴨地区、小鴨地区等を含む。需要者の属性は圏域に地
縁、血縁を有する個人が中心。平成１７年３月の合併から１５年が経過したが、旧関金町では人口減少、高齢化は続いてお
り、需要は低調である。地価は坪当たり３万円～４．５万円程度。なお、画地規模が一様ではないこと、新規の複合不動産
は殆ど見られないことから、土地及び複合不動産の価格帯を把握するのは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

倉吉（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

倉吉（県） －

基準地番号 提出先

11 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

印氏名



12,255

14,516

12,851

12,485

18,583

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ台
形

長方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

(都)
(70,300)

(都)
(70,400)

(都)
(70,360)

(都)
(70,330)

(都)
(80,360)

建付
地

建付
地

建付
地

更地

建付
地

南5m市道
中間画地

北西18.5m国道
中間画地

南東6m市道
中間画地

南西5.5m市道､
東15m
二方路

北西6m市道､北
東6m
角地

6,145 12,10011,898

12,762 12,10011,889

12,503 12,40012,112

9,000 12,00011,767

19,140 11,80011,578

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

60.0

90.0

95.0

/

100

103.0

122.1

106.1

106.1

160.5

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２０７０
１３

29-

（ ）

２０７０
１２

19-

（ ）

２０７０
６１

4-

（ ）

２０７０
６１

6-

（ ）

２０７０
６１

42-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

82.4［

10098.6［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.0［

10099.3［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

10099.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

71.8［

10099.6［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

102.0［ ］

100

+3.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.07

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-17.6

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+11.0 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 +4.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-22.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 +4.0-8.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 +20.0

0.0 +7.00.0 交通･接近 +25.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 12,000

倉吉（県） 11－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

賃貸市場が未成熟であるため、適切な賃貸事例がなく、収益還元法を適用できない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

倉吉（県） 11－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既存宅地であるため、原価法が適用できない。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



②標準的使用

（㎡）②地積

(都)１中専(60,160)

周辺地域は県住宅供給公社等の住宅団地開発により、市街地の外縁に位置する新興住宅団地として発展してきた。分譲価格
も下げ止まり、今後の回復が期待される。地価水準はやや下落傾向になるものと予測する。

田

倉吉市福守町字宮ノ前２６４番

④土地の利用の現況

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

対
象
基
準
地
の
前
年

標
準
価
格
か
ら
の
検
討

(円／㎡)

地
域
要
因

住宅地域に隣接する熟
成度中位の宅地見込地
地域

倉吉駅
南西 6.2km

倉吉
6.2km

　較

　要因の

　比較

　因の比　補正

⑦
内
訳

間口　約

ｍ

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

近
隣
地
域

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 150 50 150

21.0ｍ、　奥行　約 53.0ｍ、　規模 1,110㎡程度、　形状

特記 周辺は県住宅供給公社等に
よって開発された住宅地域
で、街路も整備されている
。事項

道

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
　 の適用

宅地転換後、低層住宅地

取引事例比較法

控除法

比準価格

控除後価格

5,900 円／㎡

3,930 円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

公
示
価
格
を
規
準

標
準
化
補
正

標準地番号

-

公示価格

円／㎡

②時点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的 ⑥対象基準地
  の規準価格

前年基準地 新規

①対象基準地の検討

5,900 円／㎡

②変動率

％

低金利政策等により、住宅着工は堅調であるが、西倉吉地区での
宅地見込地の取引・宅地造成はやや低調である。

住宅着工も多くなり、郊外に小規模な宅地開発は散見されるが、
既に造成された分譲住宅地が主に需要されている。

個別的要因に変動はない。

〔地域要因〕

〔個別的要因〕

画地

行政

その他

宅造

交通

環境

行政

その他[ ]

[ ] [ ]

[ ]

〔一般的要因〕

100

100

100

100

　修正

別記様式第７
鑑定評価書（令和 2 令和 2年 7月 22日　提出

宅地見込地-1

ない

①

⑦供給
処理施
設状況

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番

③形状 (都)１中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

1,172 ⑨法令上の規制等

1:2.5
田

⑤周辺の土地の利用の
状況

⑥接面道路の状況 ⑧主要な交通施設との

　接近の状況

ほぼ長方形

-1.7

(8)

と
し
た
価
格

③
(9)

前年標準価格

年間

倍

[令和 2年 1月]

令和 2年 6月 24日 正常価格

令和 2年 7月 16日令和 2年 7月 1日

6,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

(3)鑑定評価の条件

円 5,800

当該土地に工作物又は立木等がなく、かつ、使用収益を制約する権利の存しないものとしての鑑定評価

円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

17.0

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

比準価格並びに控除後価格が得られた。比準価格は周辺類似地域等の取引事例から求めており、客観性・検証性を有する。
控除後価格は近隣地域の開発動向に留意しながら、費用面からの投資採算性を考慮して求めており、費用を構成する素地の
取得可能額を検証している。したがって、郊外分譲住宅地の価格水準が下げ止まったこと等地域要因の変動等に留意し、控
除後価格が相当低位に試算されたことを踏まえ、比準価格を若干下回る上記鑑定評価額と決定した。

(6)市場の特性 同一需給圏は、分譲住宅地が多い郊外の西倉吉方面を中心に、既成住宅地域や農家集落等の外縁で開発が行われている圏域
である。現在は区画整理施行済み地区の地価水準が下がり、宅地開発が盛んとなり、郊外はやや低調である。低金利政策等
により、住宅着工は回復基調であるが、宅地見込地の取引は少ない。宅地見込地は田等の農地が多く、その画地規模は１１
００㎡程度、総額７００万円前後である。

(7)試算価格の調整
　 及び鑑定評価額
　 の決定の理由

倉吉（県） 1－3

倉吉（県） －3

基準地番号 提出先

1 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

印氏名



3

⑭推定価格⑩取引価格

２０７０１
３

２０７０１
１

２０７０６
３

２０７０６
２

南6m市道
中間画地

(都)準工
(60,200)

北西7m市道､南西
3m
角地

(都)
(70,400)

東3.5m農道
中間画地

(都)
(70,240)

南東2m市道
中間画地

(都)
(70,240)

長方形

長方形

ほぼ整形

台形

15-

畑

1-

田

22-

田

23-

田

-

［

［

［

［

［

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

［ ］

］

］

］

］

］

⑯推定標準価格⑮地域要因
の比較

⑪事情補正

(

(

(

(

(

正常

正常

正常

正常

円／㎡〕

(円／㎡)(円／㎡)

139.3

64.9

124.1

96.0

100

100

100

100

100

②所在及び地番

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規
　制等

⑦接面道路の
　状況

⑧主要交通施
　設の状況

①取引事例
　番号

③取引時点 ④現況
　地目

⑤地積 ⑥画地の
　形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

NO

7,485

⑫時点修正 ⑬標準化
　補正 (円／㎡)

⑰個別的要因
  の比較

⑱査定価格

(円／㎡)

5,2705,266［ ］100［

100

100 ］

10098.0

100 7,335
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

4,100 6,1906,191［ ］100［

100

100 ］

10098.0

100 4,018

8,300 6,6406,641［ ］100［

100

100 ］

10099.3

100 8,242

5,400 5,5305,529［ ］100［

100

100 ］

10098.3

100 5,308

［ ］［

100

］

100

100

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+23.5

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

ア事情
の内容

画地

イ月率
変動率

％／月
0.0 行政 0.0 0.0

0.0 0.0

+9.0交通･接近 +3.5

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

その他
その他

宅地造成

行政

環境

-0.10
画地

％／月
0.0 行政 0.0 0.0

-2.0 0.0

-14.0-21.0交通･接近 -2.5
その他

その他

宅地造成

行政

環境

-0.10
画地

％／月
0.0 行政 0.0 0.0

-2.0 0.0

0.0+23.5交通･接近 +2.5
その他

その他

宅地造成

行政

環境

-0.10
画地

％／月
0.0 行政 0.0 0.0

-2.0 0.0

0.00.0交通･接近 -2.0
その他

その他

宅地造成

行政

環境

画地
％／月

行政
交通･接近

その他
その他

宅地造成

行政

環境

オ比準価格決定の理由 5,900

1－ 宅地見込地-2３  試算価格算定内訳

)

)

)

)

)

倉吉（県）



3

倉吉

２０７０６
１

２０７０６
１

２０７０６
１

］
［ ］

］［［
］

］

］

］

［

［

［

］

］

］

［

［

［

］

］

］

［

［

［

］

］

］

［

［

［

［

［

［

0.0

0.0

画地

行政

その他

環境

街路

交通・接近

NO

ａ

ｂ

ｃ

NO

ａ

ｂ

ｃ

取
引
事
例
比
較
法

⑧推定標準価
格

(円／㎡)

②公示価格又は
標準価格(円／㎡）

①標準地番号又は
　基準地番号

同一需給圏
内の類似地
域にある転
換後・造成
後の公示価
格又は標準
価格からの
検討

7-

正常

正常

正常

(円／㎡)

18,000

19,500

20,200

17,994

19,488

20,155

14,711

18,147

19,140

104.5

70.0

/

100

③造成工事費
　（円／㎡）

⑧規準価格又は
比準価格(円／㎡）

交通･接近街路 0.00.0 行政+1.5 0.0+3.0環境 その他

19,200

100

100 100

100

円／㎡

19,200

100100［

100

④標準化補
　正

⑦個別的要　
因の比較

⑤地域要因
　の比較

①転換後・造成後
の更地を想定した
価格（円／㎡）  

②有効宅地化率
　を乗じた価格
　　（円／㎡）

(

⑤投下資本収益④公共公益施設
　負担金
　　（円／㎡）

(③+④)×np(円／㎡)

⑥販売費及び一
　般管理費
　　（円／㎡）

⑦差引額（円／㎡）
　②－(③＋④
　　＋⑤＋⑥）

19,200 15,245 8037,651 1,525

(2)控除後価格算定内訳

1－ 宅地見込地-3

(2)-1転換後・造成後の更地を想定した価格から求めた価格（控除法を適用した控除後価格）

％)79.4

n: 月　p: ％10.5 1.0

5,266

⑧投下資本収益等控除後の価格

4,559

n: 月　p: ％（円／㎡）15.5 1.0

0.8658

1

1+np :

⑨熟成度修正

3,933

r: ％　m: 年(円／㎡)3.0 5.0

0.8626

1

(1+r)　：

⑩個別的要因の比較

100

⑪控除後価格
　　　（円／㎡）

3,930
［

100

］

114.5

97.0

92.2

100

100

100

②取引価格 ③事情補
　正

④時点修
　正

⑥標準化
　補正

⑦地域要
因の比較

⑨個別的要因の
　比較

⑩査定価格

(円／㎡)

100 ］

100

102.0

100100

100

100 ］

100

96.0

100100

100

100 ］

100

103.0

100100

100

0.0

0.0

0.0

(2)-2転換後・造成後の更地を想定した価格の判定

⑤建付減
価の補正

100

100

100

①取引事例
　番号

35-

42-
100［ ］

100

+8.5

0.00

交通･接近

⑪事情
の内容

街路

画地

⑫月率
変動率

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.00.0 交通･接近 +3.5

⑬標準化補正の内訳 ⑭地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -3.0-4.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -3.00.0 交通･接近 -3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

⑮比準価格

③時点修正 ⑥推定標準価格
　　（円／㎡）

19,23420,1002－

⑨地域要因の比較の内訳

転換後・造成後の更地を想定した価格 19,200 円／㎡

(2)-3想定開発区域の概況及び想定開発工事の概要

* 開発区域面積
　うち既存公共用地面積

10,000

300㎡

㎡

* 開発区域の範囲（基準地を中心として）

ｍ東 ｍ､西 ｍ､南 ｍ､北50 50 50 80

* 開発区域の土地の利用状況

％田 ％、畑 ％、森林 ％､その他70 15 0 15

* 造成画地数

* １画地平均面積

* 平均盛土高

* 造成後の公共減歩率

* 既存公共用地率

* 造成後の減歩率

33

233㎡

画地

0.5ｍ

20.6％

3.0％

23.0％

* 擁壁工事の概要

* 道路工事の概要

* 排水工事の概要

盛土後、三方に鉄筋コンクリート
Ｌ型擁壁工事を施工する。

幅員６ｍの街路を標準とし、角切
を行い、可変側溝を設置する。

道路側溝を横断側溝で連結し、街
渠桝を設置後、既存水路等に排水
する。

* 公園緑地の工事の概要

開発面積３％程度を公園とし、遊器
具を設置する。その他に公民館用
地等の公益用地を設ける。

* その他

* 水道工事の概要
　　引込延長 70.0ｍ

0.0ｍ
* 電気工事の概要
　　引込延長

0.0

m

倉吉（県）


